




平成２８年度一般会計当初予算要求状況主要事業概要
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事 業 名  事業費  摘 要 
１3,障がい者福祉の推進につい  

て  
9,１0x 入所施設。病院からの地域  

生活への移行、地域生活の充  
実を支援します。  

①障がい児入所施設地域移行  ３７４万円  障がい児入所施設に入所する年齢超過児 
促進事業  9,１８歳以上0xの地域移行を促進するため、 

9,６３８万円0x  施設が行う地域移行の取組に係る活動費を 
助成。 

②長期入院精神障がい者地域  ２,６５６万円  長期入院精神障がい者の地域移行を一層 
移行総合的推進体制整備事  進めるため、 精神科病院職員への研修によ 
業  9,２,９９４万円0x  り「病院が押し出す力」を支援するほか、 

「地域から引っ張る力」 として地域移行の 
ノウハウを持つ相談支援事業者やピアサポ 
ータ一による入院患者への働きかけを実 

③障がい者医療。リハビリテー  

施。 

６億１,３３２万円  大阪府立急性期。総合医療センターに隣 
ションセンタ一運営費  接する「障がい者医療。リハビリテーショ 

9,６億３,１３４万円0x  ンセンター」において、治療の当初から地 
域生活への移行までの一貫したリハビリテ 
ーションを実施。 
ア 障がい者医療。リハビリテーション医 

療部門 
大阪府立急性期・総合医療センターの 

障がい者医療。リハビリテーション医療 
部門において、障がい者に対する医療や 
リハビリテーション医療を実施。 9,４億 
４,４１３万円0x 

イ障がい者自立センター
障がい者の社会生活力を高めるため、 

身体機能や生活能力向上のための支援プ 
ログラムの実施9,自立訓練、施設入所支 
援0x。 9,１億５,０８０万円0x 
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④重度障がい者訪問看護利用  

ウ 障がい者自立相談支援センター
障がい者の相談支援に関する広域的。 

専門的助言及び샤オ育成を通じて、障が 
い者ケアマネジメントを総合的に推進 
し、地域生活を支援9,地域生活への移行 
支援。継続支援0x。9,１,８３９万円0x 

９,６１５万円  重度障がい者9,児0xの在宅医療を推進し、 
料助成事業  訪問看護制度の利用を促進するため、 利用 

9,９,３３１万円0x  料を軽減する市町村に対し必要な経費を助 
成。 

⑤重度障がい者等住宅改造助  ３,６０６万円  重度障がい者等が、住宅を安全かつ利便 
成事業  性に優れたものに改造するための費用を負 

9,３,７９５万円0x  担する市町村に対し必要な経費を助成。 

⑥金剛コロニー再編整備事業  ２３億３,９８８万円  「金剛コロニーの今後の再編整備方針 
9,案0x」に基づき、民営化に向けて利用者 

9,１８億６,８５０万円0x  の地域生活への移行を推進するとともに、 
利用者の状態に合った適切なサービスを 
提供する障がい者施設等を整備。 

9,２0x障がい者の就労を支援し  
ます。  

①障がい者Ｉ Ｔ就労支援事業  ６８６万円  庁内各室課で実施予定のＩ Ｔ関連業務 
を、Ｉ Ｔステーションに委託することによ 

9,７２２万円0x  り、 障がい者テレワーカーの在宅就労を支 
援。 

②大阪府Ｉ Ｔステーション １億１,１６４万円  Ｉ Ｔを活用した就労に直接結びつく事業 
事業  を展開するＩ Ｔステーションにおいて、就 

9,１億１,６３７万円0x  労相談から企業との就職マッチングまで総 
合的な支援を行い、在宅就労又は一般就労 
を見据えたトータルな取組みを実施。 

③大阪府ハートフルオフィス ７,８８８万円  軽易な事務作業を全庁から集約し、 専任 
推進事業  指導員のもと知的障がいのある非常勤職員 

9,７,８９１万円0x  が作業を行う「ハートフルオフィス」を設 
置するとともに、 障がい特性に合わせ精神 
障がいのある非常勤職員を各所属に配置 
し、 その業務経験を活かして一般就労移行 
を促進。 9,平成２８年度３６名雇用予定0x 

④障がい者就労・生活支援の拠  １億１,２４６万円  障がい者等が就労できるよう、 障害者就 
点づくり推進事業  業。生活支援センターに、生活支援ワーカ 

9,１億１,７８８万円0x  ー２名を配置し、別途配置される就業支援 
ワーカーとともに、就労面及び生活面で総 
合的に支援。 

,0２,0



⑤工賃向上計画支援事業  ２,６９１万円  福祉施設で働く障がい者の工賃向上を図 
るため、 施設の経営ノウハウや技術力向上 

9,２,８３４万円0x  等の支援を行うとともに、 大量受注にも対 
応できるよう、施設の共同受注ネットワー 
クの構築などの支援を実施。 

9,３0x発達障がい児者、重症心身  
障がい児者、高次脳機能障が  
い者、障がい児等への支援を  
推進します。  

①児童福祉施設事業費  ７６億６,６１８万円  児童福祉法に基づく障がい児支援に要す 
る施設入所9,措置。契約0x経費を支弁。 

9,６４億１,３９０万円0x  また、通所にかかる給付費について、都 
道府県の法定負担分を負担。 

②【一部新】発達障がい児者総  ８,７２４万円  発達障がい児者支援において、ライフス 
合支援事業  調整中  テージに応じた一貫した切れ目のない総合 

9,１億１,５９２万円0x  的な支援を実施。・ 
ア 発達障がい早期気づき支援事業 ※ 

乳幼児健診の実施体制の充実及び発達 
障がいの早期の気づきや診断に関わる人 
材の育成9,４０９万円0x 

イ発達障がい者支援センター事業 
発達障がい者支援センターアクトおお 
さかの運営9,３,３５１万円0x  

ウ 発達障がい児者支援体制整備検討部会 
検討部会、 ワーキンググループの運営 

9,９３万円0x 
エ 発達障がい児者地域支援体制整備事 

業 
発達障がい児者を支援する関係機関の 

体制整備9,４,５５９万円0x 
オ ペアレントサポート事業 ※ 

発達障がい児者の保護者支援の実施及び 
支援者の育成9,３１１万円0x 

※印は知事復活要求中 

③障がい児等療育支援事業  ７４７万円  在宅の障がい児9,者0xの地域生活を支援 
するため、 放課後等デイサービス等の関係 

9,８２８万円0x  機関職員への相談・療育技術の指導、助言 
等を実施。 

④【一部新】重症心身障がい児  ２,８４９万円  医療的ケアが必要な重症心身障がい児者 
の地域生活を支える地域ケアシステムの強 者地域ケアシステム整備事  

3,化のため、医療機関への助成及び研修を実 業  9,２,８８０万円0x  
施。 
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⑤【新】重度障がい者在宅生活  

ア 医療型短期入所整備促進事業 
医療機関が空き病床を活用して短期入 

所により重症心身障がい児者を受け入れ 
た場合に必要な経費の一部を助成。 

9,２,３５０万円0x 
イ在宅重症心身障がい児者支援者育成 

研修事業 ・ 
重症心身障がい児者の支援ができる訪 

問看護師等の人材育成を目的として、 福 
祉制度等に係る講義及び重症心身障がい 
児者の支援体験の研修を実施。 9,４９８万 
円0x 

３億９,５０９万円  障がい者の自立と社会参加に向け、重度 
応援制度事業  障がい者と介護する方々への在宅生活の 

9,０円0x  推進とさらなる応援を目的として、重度障 
がい者と同居している介護者へ給付金を 
支給。 

⑥高次脳機能障がい支援普及  ９７０万円  高次脳機能障がい者等に対し専門的な相 
事業  談支援を実施するとともに、 高次脳機能障 

9,１,０３９万円0x  がいの正しい理解を普及するために地域の 
実態把握や効果的な支援手法を検討。 

また、高次脳機能障がい者が身近な地域 
で医療や福祉サービスを受けることができ 
るよう地域支援ネットワークを整備。 

⑦障がい児者虐待防止支援事  ３４２万円  障がい児者虐待防止の啓発を進めるとと 
業  もに、 市町村及び障がい福祉サービス事業 

9,３４８万円0x  所等に対する基礎研修に加え、市町村職員 
向けに専門研修を実施。 

また困難事例に対し専門職派遣を行う専 
門性強化事業を実施。 

9,４0x障がい者の社会参加や施  
設機能を充実します。  

①地域生活支援事業  ２億５,７２０万円  在宅障がい者の社会参加を促進するため、 
各種支援員の養成。派遣、生活訓練等の事 

9,２億６,０１２万円0x  業を実施。 
ア 手話通訳者。要約筆記者養成研修事業 
イ盲ろう者通訳・介助者養成研修事業 
ウ 手話通訳者。要約筆記者派遣事業 
エ 盲ろう者通訳・介助者派遣事業 
オ 意思疎通支援者派遣連絡調整事業 
カ 音声機能障がい者発声訓練指導者養成事業 
キ 日常生活支援事業 
ク 社会参加支援事業 など 



②障がい者交流促進センター ２億３,７７４万円  障がい者の各種相談やスポーツ、レクリ 
運営費  エーション活動などを通じて広く人々との 

9,２億２,５４９万円0x  交流や社会参加の促進を図る施設を運営。 

③障がい者社会参加促進セン  ４７６万円  耐震化が必要である障がい者社会参加促 
タ一等移転整備事業  進センター、盲人福祉センター、谷町福祉 

9,４６４万円0x  センターを集約移転するため、 基本計画を 
策定。 

④砂川厚生福祉センター運営費  １億５,８３８万円  知的障がい者が地域社会で自立した生活 
を送れるよう必要な支援を行う施設を運 

3,9,１億６,０９１万円0x  営。 

⑤金剛コロニー運営費  ４億５,５５５万円  知的障がい児。者に対し、共同生活の中 
でそれそれの障がいの程度に応じ、 自立に 

9,６億２,８０３万円0x  必要な知識。技能の習得や能力の伸長を図 
るための指導。訓練等を実施する施設を運 
営。 

⑥稲スポーツセンター運営費  ４,５６０万円  障がい者の社会参加促進のため、スポー 
ツ。文化活動等の場として施設を運営。 

9,４,５６０万円0x  

⑦障がい者支援施設等施設整  １億７,０４７万円  入所施設からの地域移行の促進及び重度 
備事業  障がい者の住居の確保等のため、社会福祉 

9,１億９,９５５万円0x  法人等に対し、障がい者施設等の整備。改 
修等に必要な経費を助成。 

⑧障がい福祉施設機能強化推  ２億２,２６９万円  障がい児入所施設利用者のサービス向上 
進事業  等を図るため、施設機能強化推進費を障が 

9,２億２,４９９万円0x  い児施設に交付。 
ア 利用者サービス向上支援 

利用者のサービス向上のための専門ス 
タツフを配置する施設を支援。 9,６０８万 
円0x ・ 

イ医療型障がい児入所施設特別介護加算 
事業 

重症心身障がい児の処遇向上に要する 
経費を助成。9,２億１,６６１万円0x 

9,５0x障がい者総合支援制度の  
円滑な運営、障がい者差別の  
解消を推進します。  

①【一部新】障がい者差別解消  ２,１２４万円   障害者差別解消法並びに大阪府障害を理 
総合推進事業  由とする差別の解消の推進に関する条例 

9,９０１万円0x  9,平成２８年４月施行0xを受け、相談等の体 
制整備や啓発活動の実施により、 差別解消 

81ｌ81ｌ,0 



②自立支援給付費等負担金

③自立支援医療費9,更生医療0x
給付費負担金

④重度訪問介護等の利用促進
に係る市町村支援事業

⑤総合支援制度推進事業

⑥市町村地域生活支援事業

３９９億１,８２３万円

9,３６６億６８５万円0x

４７億７,７４５万円

9,４６億４,３１３万円0x

１億３,７０８万円

9,１億４,４３０万円0x 

６４７万円

9,６４５万円0x 

２３億７,３２３万円

9,２４億２,７５２万円0x 

,0６,0 

に取り組む。
ア 差別解消相談体制整備事業

広域支援相談員事業
身近な地域の相談機関における解決を

3,支援し、広域的。専門的な事案を取り扱
う広域支援相談員を配置。9,１,４８６万円0x 
大阪府障がい者差別解消協議会

あっせんや広域支援相談員に対する助
言を行うための協議会を設置。9,２３８万円0x 

イ出前講座事業
企業等に障がい当事者等を講師として

派遣し、障がい理解を深める講座を実施。
9,３００万円0x

ウ 合理的配慮対応促進事業
事業者が具体的な場面で合理的配慮に

即した対応を行うための手引きとなる実
践的なマニュアルを作成。9,１００万円0x

障害者総合支援法に基づく障がい福祉サ
ービスに係る自立支援給付費等を支給した
市町村に対し、 都道府県の法定負担分を負
担。

障害者総合支援法に基づく更生医療に
係る自立支援医療費を支給した市町村に
対する都道府県の法定負担分を負担。

障害者総合支援法に基づく障がい福祉サ
ービスに係る自立支援給付費について、 国
庫負担基準を超過して訪問系サービスを提
供した市町村に対し国補助金を活用し、 財
政支援を実施。

障害者総合支援法に基づく障がい福祉サ
ービスの適正な運用を図るため、市町村に
よる介護給付費等の支給決定に係る不服申
立ての審理を行うとともに、 市町村による
適正な制度運営を支援。

障がい者が自立した日常生活または社会
生活を営むことができるよう、 地域の特性
や利用者の状況に応じた柔軟な事業形態に
より、効率的・効果的な事業を実施する市
町村に対し必要な経費を助成。 



⑦【新】障がい者計画等策定費  ５８４万円  「第４次大阪府障がい者計画」の後期計 
画を策定するため、大阪府障がい者施策推 

9,０円0x  進協議会に「第４次大阪府障がい者計画9,後 
期計画0x検討委員会」を設置。併せて、検 
討の基礎とするため、 障がい者や家族等の 
ニーズ、生活実態などの調査を実施。 

⑧【新81生活のしづらさなどに  １,０９６万円  厚生労働省が、障がい児。者等の施策の 
関する調査費  推進の検討に資する基礎資料を得るために 

9,０円0x  実施する「平成２８年生活のしづらさなどに 
関する調査9,仮称0x」について、受託により 
実施。 

２3, 子育てと家庭支援の推進に  
ついて  
9,１0x社会全体で子育てを支援  
します。  
①地域福祉。子育て支援交付金  １９億９,０８６万円  市町村が地域の実情に沿って 「地域福 

祉」、「子育て」及び「高齢」の各分野の事 
9,１９億９,０８６万円0x  業を実施できるよう交付金を交付。 

②地域福祉。子育て支援交付金  ２億円  市町村子ども。子育て支援事業計画等の 
「特別枠」  目標達成に向け、 市町村が取り組む事業を 

9,３億円0x  支援するため、 交付金を交付。 

③新子育て支援交付金  ２２億円  市町村における乳幼児医療費助成をは 
じめとした子育て支援施策の充実を支援 

9,１７億円0x  するため、 交付金を交付。 

④広域連携。官民協働による子  １,０４７万円  企業と自治体が連携・協働した関西子育 
育て応援事業  て世帯応援事業9,まいど子でもカード0xに 

9,１,１８７万円0x  より、子育て世帯を社会全体で応援すると 
いう機運を醸成。 

⑤児童手当給付費  ２１６億６,４７９万円  次世代の社会を担う児童一人ひとりの 
育ちを社会全体で応援するため、 児童手当 

9,２２３億７,１５８万円0x  を支給。 

⑥施設型給付費等負担金  3,２２４億６,４１８万円  市町村が支弁する民間認定こども園、民 
間保育所、小規模保育事業等における運営 

9,２００億４,７４９万円0x  費用のうち、 都道府県の法定負担分を負 
担。 

⑦子育て支援人材確保事業  １,３６０万円  子ども・子育て支援新制度における必要 
な保育士を確保するため、 潜在保育士の就 

9,１,４３２万円0x  業を支援。 
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⑧保育対策総合支援事業等  ２億７,３７７万円  保育教諭確保のための資格取得支援事 
業や「待機児童解消加速化プラン」に関連 

9,２億９,４４２万円0x  する幼稚園における長時間預かり保育支 
援事業などの事業を実施する市町村に対 
し必要な経費を助成。 

⑨子ども。子育て支援事業  ６０億９,５０７万円  子ども。子育て支援新制度に基づき策定 
する「子ども。子育て支援事業計画」によ 

9,５０億４,７９３万円0x  り、放課後児童クラブ9,運営費補助0xや地 
域子育て支援拠点事業などの事業を実施 
する市町村に対し必要な経費を助成。 

⑩保育所等整備事業  １３４億６,１０１万円  待機児童解消のための民間保育所の創 
【安心こども基金活用事業】  設。增築や老朽施設の改築による環境整 

9,１０４億９,３１４万円0x  備、 認定こども園等の整備を行う市町村に 
対し必要な経費を助成。 

⑪放課後児童クラブ施設整備  ２億３,８１２万円  学校余裕教室の改修や専用室の設置等、 
事業9,学童保育0x  放課後児童クラブ整備等を行う市町村に 

9,４億９,０１２万円0x  対し必要な経費を助成。なお、平成２９年 
度までに概ねの整備を終えられるよう集 
中的に実施。 

⑫放課後児童支援員等研修事  ６１０万円  放課後児童健全育成事業の設備及び運 
業  営に関する基準により、放課後児童支援員 

9,６５３万円0x  の要件として義務付けられた研修等を実 
施。 

⑬大型児童館ビッグバン運営  ３,６４５万円  子どもに健全な遊びを与えて、 その健康 
費  を增進するなどの子どもの健全育成を図 

9,３,９７０万円0x  るための中核施設を運営。 

9,２0x児童虐待防止に全力をあ  
げます。  
①【一部新】児童虐待防止対策  １億１,０３７万円  増加・深刻化する児童虐待に対応するた 

の強化 ・  調整中  め発生予防、早期発見。早期対応、保護及 
9,８,９３９万円0x  び支援、 人材育成などの事業を実施。 

ア 児童虐待対策費 ※ 
民間団体と連携した子ども家庭センタ 

一の体制強化や児童虐待防止のための広 
報啓発、市町村児童相談担当者等に対す 
る研修及び再発防止のための家族再統合 
事業等を実施。9,８,７４４万円0x 

※一部部長後調整要求中 

イ児童虐待対応体制強化事業費 
児童の安全確認を適切かつ円滑に行う 

ため、 子ども家庭センターに警察官０ Ｂ 
,0８,0 



を配置。9,２,２９３万円0x 

②子ども家庭センター運営費  ２億５,３８８万円  児童。家庭に関する相談、児童の施設等 
への措置及び一時保護等を行うとともに 

9,２億５,９６７万円0x  被虐待児のこころのケアを実施。 

9,３0x援護を要する子どもと家  
庭を支援します。  

①児童福祉施設事業費9,措置  ８１億３,３１９万円  児童福祉法に基づく要保護児童への援 
費0x  助等に要する施設入所経費を支弁。 

9,８５億１２４万円0x  

②修徳学院運営費  １億１,８６４万円  家庭環境その他の理由により生活指導 
等を要する児童を入所させ、 必要な生活指 

9,１億２,５５１万円0x  導、学習指導、作業指導及び家庭環境の調 
整等を行う施設を運営。 

③子どもライフサポートセン  ７,８４８万円  家庭環境その他の理由により生活指導 
夕一運営費  等を要する児童等を入所させ、 必要な指導 

9,６,０６９万円0x  を行う施設を運営。 

④学習支援事業  ２,６４０万円  委託一時保護児童等の学習環境を整備 
するため、 児童養護施設等での学習支援を 

9,１,８６７円0x  実施。 

⑤【一部新〕里親委託推進事業  １,８７５万円  里親制度の普及と里親への委託促進を 
図るため、 新規里親の開拓や里親への研修 

9,６８３万円0x  等を実施。 

⑥施設退所児童の自立支援事  ６６６万円  児童福祉施設等をこれから退所する又 
業  は既に退所した児童に対し、 自立支援対策 

9,７０２万円0x  を実施。 

⑦母子家庭等就業。自立支援セ  １,４７５万円  ひとり親家庭等に対して、職業相談から 
ンタ一事業  就業支援講習会の実施、就職情報の提供な 

9,１,５３０万円0x  ど、 一貫した就業支援サービスや養育費の 
相談など生活支援サービスを提供。 

⑧ひとり親家庭等日常生活支  ２２８万円  ひとり親家庭等が、修学や疾病などによ 
援事業  り一時的に家事援助、 保育等のサービスが 

9,３１９万円0x  必要となった場合に、 家庭生活支援員を派 
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⑨ひとり親家庭等生活向上事  ７９６万円  ひとり親家庭等が生活の中で直面する 
業  諸課題の解決や親との離死別で不安定な 

9,３６９万円0x  児童の精神的安定を図るため、地域での生 
活や自立について総合的な支援を実施。 

⑩母子家庭。父子家庭自立支援  ２,０８７万円  就業に役立つ資格等の習得により、ひと 
給付金事業  り親家庭の親の自立支援のための給付を 

9,２,２０５万円0x  実施。 

⑪女性相談センター運営費  １億３,９０３万円  Ｄ Ｖ相談をはじめ、 女性に対する様々な 
相談、支援、一時保護等を実施。 

9,１億６,６７４万円0x  

⑫女性相談センター夜間祝日  １,６５９万円  ２４時間３６５日、ＤＶ被害者からの相 
Ｄ Ｖ電話相談事業  談に対応するため、夜間。祝日におけるＤ 

9,９８３万円0x  Ｖ電話相談を実施。 

⑬女性自立支援センター運営  １億９,１８８万円  様々な事情により自立して生活するこ 
費  とが困難な女性に対する支援を実施する 

9,１億９,５９０万円0x  施設を運営。 

３3,高齢者福祉の推進について  
9,１0x介護保険制度等を計画的に  
推進します。  

①介護給付費負担金  ９３０億４０４万円  介護保険法に基づき、保険者9,市町村等0x 
の介護給付及び予防給付に要する費用9,標 

9,９０９億２,９１９万円0x  準給付費0xのうち、都道府県の法定負担分 
を負担。 

②地域支援事業交付金  ２２億４２４万円  介護保険制度において、要支援。要介護 
状態になる前からの介護予防の推進、 地域 

9,２１億７,６５９万円0x  における包括的。継続的なマネジメント機 
能を強化する観点から行う「地域支援事 
業」9,介護予防事業、包括的支援事業、任 
意事業0xの実施に必要な経費のうち、都道 
府県の法定負担分を負担。 

③低所得者保険料軽減負担金  ５億２,６７４万円  介護保険料段階が第１段階の低所得者に 
対し、介護保険法に基づき、保険者9,市町 

9,５億３,３６８万円0x  村等0xが行う保険料軽減措置に要する費用 
のうち、 都道府県の法定負担分を負担。 

④低所得者利用者負担対策事業  ２,６７４万円  低所得者が必要な介護保険サービスを受 
けられるよう負担軽減措置を実施。 

9,２,８４６万円0x  ア 障がい者訪問介護利用者支援措置事業 
障がい者施策によるホームヘルプサー

ビスを利用していた低所得の障がい者が 
,0１０,0 



介護保険制度の適用を受けることになつ 
た場合の利用者負担の軽減措置を講じて 
いる保険者9,市町村等0xに対し必要な経 
費を助成。9,９７万円0x 

イ社会福祉法人等利用者負担額軽減制度事業 
低所得者で特に生計が困難な者に社会 

福祉法人等が利用者負担の軽減を行い、 
それに対し支援を行った保険者 9,市町村 
等0xに対し必要な経費を助成。9,２,５７８万 
円0x 3, 

⑤地域福祉。子育て支援交付金  １９億９,０８６万円  市町村が地域の実情に沿って「地域福祉」 
9,再掲0x  「子育て」及び「高齢」の各分野の事業を 

9,１９億９,０８６万円0x  実施できるよう交付金を交付。 

⑥高齢者地域活動促進費  ９,５２０万円  高齢者の生きがいや健康づくりを推進 
するため、 市町村が老人クラブを通じて実 

9,１億２１万円0x  施する地域の見守り活動や介護予防等の 
取組み並びに府老人クラブ連合会の活動 
に対して必要な経費を助成。 

⑦高齢者虐待対応推進事業  ６４９万円  高齢者虐待防止の啓発を行うとともに、 
市町村に対し個別事例への対応や高齢者虐 

9,６９４万円0x  待防止体制の構築を支援。 

⑧【一部新】地域医療介護総合  ４,８４５万円  大阪府地域医療介護総合確保基金を活用 
確保基金事業9,高齢者福祉事  し、介護人材育成や、多様な人材参入促進 
業0x  9,５億２,３８９万円0x  を図ることを目的として実施。 

9,２0x介護基盤の計画的な整備等  
を実施します。  

①老人福祉施設等整備助成費  １５億３２４万円  社会福祉法시こ対し、 老人福祉施設の整 
備に必要な経費を助成。 

9,１５億１,３３４万円0x  

②軽費老人ホーム運営助成費  ２０億３,０３０万円  社会福祉法人が設置する軽費老人ホーム
に対し、運営費を助成。 

9,２０億３,６６２万円0x  

③地域医療介護総合確保基金事  ４２億８,０９３万円  大阪府地域医療介護総合確保基金を活用 
業9,高齢者施設事業0x  し、 地域包括ケアシステムの構築のため、 

9,４８億１,２５５万円0x  介護保険事業支援計画に基づき、 介護施設 
等整備に必要な経費を助成。 

一１１,0



４3,福祉基盤整備の推進につい  
て  
9,１0x地域でのセーフティネット
の充実を支援します。  

①地域福祉。子育て支援交付金  １９億９,０８６万円  市町村が地域の実情に沿って「地域福祉」 
9,再掲0x  「子育て」及び「高齢」の各分野の事業を 

9,１９億９,０８６万円0x  実施できるよう交付金を交付。 

②大阪後見支援センター運営  ２億８,７００万円  認知症。知的障がい。精神障がい等によ 
事業  り判断能力が十分でない方に対して、 福祉 

9,２億７,３１５万円0x  サービスの利用援助や日常的金銭管理など 
を行う「日常生活自立支援事業」等を実施 
する大阪後見支援センターの運営に必要な 
経費を助成。 

9,２0x福祉人材の確保。定着を推  
進します。  
①地域医療介護総合確保基金  ４億９,２９８万円  大阪府地域医療介護総合確保基金を活 

事業  用し、人材育成や、多様な人材参入促進を 
9,地域福祉事業・指導監査事業0x  9,２億７,９８１万円0x  図ることを目的として実施。 

ア 介護人材確保・職場定着支援事業 
地域関係機関及び教育関係機関との 

連携強化により介護業界へのマッチング
を図るとともに、 福祉の職場体験事業等 
を実施。 9,１億３,０４２万円0x 

イ介護職員初任者研修受講支援事業 
介護従事者のすそ野を拡げるため介 

護職員初任者研修の受講を支援。3,9,２億 
７,５８１万円0x 

ウ 介護情報。研修センター事業 
介護・福祉等の専門職員等を対象とし 

た福祉用具等を活用した研修。住宅改修 
等に関する研修や専門相談を実施。 

9,１,１８８万円0x 
エ 職員研修支援事業 

民間社会福祉・事業所職員を対象とし 
た研修を実施。9,４,３１７万円0x 

オ権利擁護샤オ育成事業 
市町村が実施する市民後見人の養成 

等に係る補助及び権利擁護に係る相談 
体制の整備を通じて府全域における権 
利擁護人材の資質向上を推進。9,３,１７０万 
円0x 
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9,３0x生活困窮者の自立を支援  
します。  

①生活困窮者自立支援事業費  ５,９８８万円  生活保護に至る前の段階の自立支援策 
の強化を図るため、生活困窮者自立支援法 

9,４,２７１万円0x  に基づき、府内郡部に係る自立相談支援事 
業、住居確保給付金及び就労準備支援事業 
等すべての任意事業を実施。 

9,４0x医療保険制度の安定的な  
連営を支援します。  

①国民健康保険制度  ９８２億３,９３６万円  国民健康保険法に基づき、 支援を実施。 
ア 財政調整交付金 

9,９６４億７,７７０万円0x  保険給付費等の９0x相当を支援。 3, 
9,４８５億１,４０５万円0x 

イ保険基盤安定事業費負担金 
保険料負担が難しい低所得者に行う保 

険料軽減措置に対する支援9,３0x４負担0x 
等。 9,３８６億１,７６３万円0x 

ウ 高額医療費負担金 
高額な医療費の発生による財政への急 

激な影響を緩和するため、１件当たり８０ 
万円を超える部分について支援9,１0x４負 
担0x。 9,７１億１,６８６万円0x 

エ 【新】財政安定化基金設置運営費 
平成３０年度からの国民健康保険制度 

改革に伴い、保険財政の安定化に資する 
ため、 給付增や保険料収納不足による財 
源不足となった場合に、 府及び市町村の 
特別会計に対し、貸付・交付を行うこと 
ができるよう、 「国民健康保険財政安定 
化基金」を創設し、改革当初から活用で 
きるよう積立てを行う。9,２９億７４９万円0x 

オ 特定健診。特定保健指導事業 
保険者9,市町村国保0xが行う生活習慣 

病に関する健康診査等に対して支援9,１0x３ 
負担0x。 9,１０億８,３３４万円0x 

②後期高齢者医療制度  １,００２億７,１７４万円  高齢者の医療の確保に関する法律に基づ 
き、支援を実施。 

9,９６４億３,１８０万円0x  ア 医療給付費負担金9,１0x１２負担0x 
9,８０２億８,１５６万円0x 

イ保険基盤安定事業費負担金 
内容は国保イと同様 

9,１５５億３,６８９万円0x 
ウ 高額医療費負担金  

内容は国保ウと同様 9,４４億５,３２９万円0x 

,0１３,0 



9,５0xその他
①福祉医療費助成制度

②生活保護給付費

③臨時福祉給付金等給付事業

④【新】社会福祉法人経営労務
管理改善支援事業

１９６億１,９２４万円

9,２０３億２,０６９万円0x 

５９億６,５４１万円

9,５９億４,１４０万円0x 

８３２万円

9,６２１万円0x 

１億２,３７４万円

9,０円0x 

,0１４,0 

重度障がい者9,児0x、ひとり親家庭、乳幼
児等の医療費を助成する市町村を支援

9,１0x２補助0xし、対象者の医療のセーフテ
ィネットを確保。
ア 老人医療費助成事業

６５歳以上の重度障がい者等を対象に
実施。 9,６９億９,０４７万円0x

イ身体障がい者及び知的障がい者医療
費助成事業 

１。２級の身体障がい者手帳所持者、重
度の知的障がい者等を対象に実施。

9,５６億７,４４８万円0x
ウ ひとり親家庭医療費助成事業

ひとり親家庭の１８歳年度末までの子
と親又は養育者を対象に実施。9,３２億
７,８５５万円0x

エ 乳幼児医療費助成事業
就学前児童を対象に実施。9,３６億７,５７４

万円0x
なお、府補助基準以上については、新

子育て支援交付金で市町村支援を実施。 

生活保護法に基づく、 保護の実施に要す
る経費について、必要な経費を支弁すると
ともに、 都道府県の法定負担分を負担。
ア 府費負担金

市町9,政令市。中核市除く0xが居所不
明者の保護の実施に要した経費を負担。
9,２７億６１１万円0x

イ扶助費
府が福祉事務所を設置する町村区域

の保護の実施に要する経費を支弁。
9,３２億５,９３０万円0x

「年金生活者等支援臨時福祉給付金」及
び「臨時福祉給付金9,簡素な給付措置0x」の
支給にあたり、 本事業の実施主体となる市
町村に対し、 引き続き連絡調整等の支援を
実施。

介護や保育等のサービスを安定的かつ継
続的に提供するため、 社会福祉法ｽﾃこおけ
る経営労務管理の改善に向けた支援を行
うｏ 



平成２７年度一般会計補正予算9,第５号0x要求状況主要事業概要
9,福祉部0x 

9,一般会計0x 
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事 業 名  事業費  摘 要 
１3,障がい者福祉の推進につい  

て  
9,１0x障がい者の社会参加や施  

設機能を充実します。  
①障がい者支援施設等整備事  ５億５,９７８万円  入所施設からの地域移行の促進及び重度 

業  １億９,９５５万円  障がい者の住居等の確保のため、社会福祉 
７億５,９３３万円  法人等に対し、 障がい者支援施設等の整 

備。改修等に必要な経費を助成。 

２3, 子育てと家庭支援の推進に  
ついて  
9,１0x社会全体で子育てを支援  

します。  
①【新】地域少子化対策重点推  １億７,４９９万円  結婚に対する取組や、結婚、妊娠。出産、 

進事業  ０円  乳児期を中心とする子育てに温かい社会づ 
１億７,４９９万円  くり。機運の醸成の取組であって、先駆的 

かつ緊急的に実施すべき事業を行う市町村 
を支援するとともに、 まいど子でもカード
の全国展開を実施。 ・ 

②【新】結婚新生活支援事業  ２,６７３万円  経済的理由で結婚に踏み出せない低所得 
０円  者を対象に、結婚に伴う新生活を経済的に 

２,６７３万円  支援する施策を新たに開始した9,又は既存 
の施策の上乗せを開始した0x 市町村に対し 
て緊急に補助。 

③施設型給付費等負担金  １６億９７４万円  市町村が支弁する民間認定こども園、 民 
２００億４,７４９万円  間保育所、小規模保育事業等における運営 
２１６億５,７２３万円  費用について、平成２７年度人事院勧告に伴 

う国家公務員人件費改定分を增額。 
9,第６号補正予算含む0x 

④【新】事業所内保育施設設置  １,０１７万円  待機児童の早期解消と働きやすい環境づ 
促進相談支援事業  ０円  くりを目指し、事業所内保育施設の設置を 

１,０１７万円  検討している事業者に対し制度等の紹介や 
関係機関等へのつなぎを行うワンストップ
窓口を設置し、 早期の事業化を促進。 

,0１５,0 



⑤【新81保育人材確保事業  ２０億６,０２４万円  子ども。子育て支援新制度のもと、增大 
０円  する保育ニーズに対応するため、 保育士修 

２０億６,０２４万円  学資金等の貸付を実施9,一定の条件を満た 
した場合に返還免除0x。 

9,２0x援護を要する子どもと家  
庭を支援します。  
①【新】児童養護施設退所者等  ５億２,８８０万円  児童養護施設等を退所し、 就職や進学し 

に対する自立支援資金貸付  ０円  た者等に対する家賃相当額の貸付及び生活 
事業  ５億２,８８０万円  費の貸付や、児童養護施設等に入所中の児 

童等に対する就職に必要な各種資格を取得 
するための経費の貸付を実施9,一定の条件 
を満たした場合に返還免除0x。 

②【新】ひとり親家庭高等職業  ３億８,８０４万円  ひとり親家庭の親の資格取得に向けた支 
訓練促進資金貸付事業  ０円  援を促進するため、 養成機関への入学準備 

３億・８,８０４万円  金等の貸付を実施9,一定の条件を満たした 
場合に返還免除0x。 

③【新】子どもの生活に関する  ９７９万円  府の実情に応じた子どもの貧困対策の効 
実態調査事業  ０円  果的な支援のあり方を検証するための調査 

９７９万円  を実施。 

④【新】子どもの未来応援地域  １億２,６５０万円  貧困の状況にある子どもや家庭の実態把 
ネットワーク形成支援事業  ０円  握を実施し、 支援体制の整備に向けた取り 

１億２,６５０万円  組みを実施する市町村に対して交付金を交 
付。 

３3,高齢者福祉の推進について  
9,１0x介護保険制度等を計画的に  

推進します。  
①地域医療介護総合確保基金  ９１億４,０４０万円  介護離職ゼロを目指して、在宅。施設サ 

積立金  ５６億２,１８７万円  ービス等の整備を加速化するとともに、 介 
１４７億６,２２７万円  護サービスを支える介護人材の育成。確保 

を図るため、積立てを行う。 
9,第６号補正予算含む0x 

４3, 福祉基盤整備の推進につい  
て  
9,１0x福祉人材の確保・定着を推  ２１億２,１０２万円  離職した介護人材のうち3,一定の経験を有 

進します。  ０円  する者が介護職員として再就職する際に必 
①【新】介護福祉士修学資金等  ２１億２,１０２万円  要となる就職準備金の貸付や、介護職を目 

貸付事業  指す学生の修学を支援するとともに、 卒業 
後の介護現場への就労・定着を促進するた 
めに修学資金の貸付を実施9,一定の条件を 
満たした場合に返還免除0x。 

,0１６,0 



平成２７年度一般会計補正予算9,第６号0x要求状況主要事業概要
9,福祉部0x

0xｉ整常基常818181額ｊ 
事 業 名  事業費  摘 要 

１3,福祉基盤整備の推進につい  
て  
9,１0x医療保険制度の安定的な運  １４億５,２８０万円  平成３０年度からの国民健康保険制度改 

営を支援します。  ０円  革に伴い、保険財政の安定化に資するた 
①【新】国民健康保険財政安定  １４億５,２８０万円  め、給付増や保険料収納不足による財源 

化基金設置運営費  不足となった場合に、 府及び市町村の特 
別会計に対し、貸付。交付を行うことが 
できるよう、 「国民健康保険財政安定化基 
金」を創設し、改革当初から活用できる 
よう積立てを行う。 

１７ 



平成２８年２月定例府議会提出予定議案の概要

9,福祉部0x 
１3,事件議決案9,８件0x 

件 名  概 要 

府立金剛コロニー再編整備の一環として、 金剛コロニー利用者 
の地域生活への移行等を推進するため、 グループホームを整備す 

不動産の無償譲渡  
る下記法시こ対し土地を無償譲渡するにあたり、 地方自治法第９６ 
条第１項第６号の規定により議決を求める。 

の件  
【所在地】富田林市西板持町２丁目２７７番２ 他 
【不動産の種別等】土地 ５９９3,９９ｍ２ 
【相手方】 社会福祉法人大阪府障害者福祉事業団 

大阪府低所得者子  
大阪府低所得者子弟技能習得資金貸付金の債務者に対して大阪 

府が有する債権を放棄することについて、地方自治法第９６条第１ 
弟技能習得資金貸  項第１０号の規定により議決を求める。 
付金に関する債権  【放棄する債権】貸付額１２２万６,３００円のうち回収不能となった 
放棄の件  

１０６万４００円及び当該貸付金に係る遅延損害金 

大阪府立身体障害  
大阪府立身体障害者福祉センターに係る診察料の債務者に対し 

て大阪府が有する債権を放棄することについて、 地方自治法第９６ 
者福祉センターに  条第１項第１０号の規定により議決を求める。 
係る診察料に関す  

【放棄する債権】回収不能となった診察料４万６,４１０円及び当該 
る債権放棄の件  

診察料に係る遅延損害金 

大阪府立身体障害  大阪府立身体障害者福祉センターに係る診断書等交付手数料の 

者福祉センターに  債務者に対して大阪府が有する債権を放棄することについて、 地 
係る診断書等交付  方自治法第９６条第１項第１０号の規定により議決を求める。 
手数料に関する債  【放棄する債権】回収不能となった診断書等交付手数料１万１,４００ 
権放棄の件  円及び当該手数料に係る遅延損害金 

高齢者住宅整備資金貸付金の債務者に対して大阪府が有する債 
高齢者住宅整備資  権を放棄することについて、地方自治法第９６条第１項第１０号の 
金貸付金に関する  規定により議決を求める。 
債権放棄の件  【放棄する債権】貸付額６９万５,２８０円のうち回収不能となった４９ 

万２,４９０円及び当該貸付金に係る遅延損害金 

大阪府婦人更生資金貸付金の債務者に対して大阪府が有する債 
大阪府婦人更生資  権を放棄することについて、地方自治法第９６条第１項第１０号の 
金貸付金に関する  規定により議決を求める。 
債権放棄の件  【放棄する債権】貸付額１８１万７,２３２円のうち回収不能となった 

１７６万２,０５５円及び当該貸付金に係る遅延損害金 

,0１,0 



大阪府母子父子寡  
大阪府母子父子寡婦福祉資金貸付金の債務者に対して大阪府が 

有する債権を放棄することについて、地方自治法第９６条第１項第 
婦福祉資金貸付金  

１０号の規定により議決を求める。 
に関する債権放棄  【放棄する債権】貸付額７８万６,５１3,２円のうち回収不能となった１０ 
の件  

万７,８９５円 

堺市に係る児童自  
堺市から府が受託する児童自立支援施設に関する事務の受託期 

間を１年間延長するため、 規約を変更することについて、 地方自 
立支援施設に関す  

治法第２５２条の２の２第３項の規定により議決を求める。 
る事務の受託につ  

【変更内容】 
いての規約を変更  9,改正前0x平成１８年４月１目から平成２８年３月３１日まで 
する件  9,改正後0x平成１８年４月１日から平成２９年３月３１日まで 

２3,条例案
9,新規制定 ２件0x 

件 名  概 要 

平成２８年４月から施行される 「障害を理由とする差別の解消の 
大阪府障害を理由  推進に関する法律」の目的。内容を具体化するため、差別の解消の 
とする差別の解消  推進に関する基本理念、「相談、紛争の防止。解決の体制整備」並 
の推進に関する条  びに 「啓発活動の実施」 に関する必要な事項等を定めるため、 新た 
例  に条例を制定する。 

【施行予定期日】平成２８年４月１日 

国民健康保険の財政の安定化に資するため、持続可能な医療保険 
大阪府国民健康保  制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律の 
険財政安定化基金  規定により国民健康保険財政安定化基金を設置し、 平成２７年度か 
条例  ら積立てを行うため、 新たに条例を制定する。 

【施行予定期日】 公布の日 

9,一部改正 １２件0x 

件 名  概 要 

大阪府附属機関条  
障がいを理由とする差別の解消の推進に関し、 「大阪府障害者差 

別解消協議会」 を附属機関として設置し、 協議会における合議体が 
例の一部を改正す  

あっせん等を行うため、 所要の改正を行う。 る条例  
【施行予定期日】平成２８年４月１日 

大阪府立砂川厚生  大阪府立砂川厚生福祉センターにおいて、入所者等に対する精神 

福祉センター条例  科診療の業務を行うことに伴い、当該業務に係る診療料等の規定を 
の一部を改正する  行うなど、 所要の改正を行う。 
条例   【施行予定期日】平成２８年４月１日 

,0２ 



大阪府指定障害福  
祉サービス事業者  
の指定並びに指定  「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法 
障害福祉サービス 律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に 
の事業の人員、設  関する基準」の一部改正により、基準該当自立訓練の対象拡大等が 
備及び運営に関す  行われたことに伴い、 所要の改正を行う。 
る基準を定める条  【施行予定期日】平成２８年４月１日 
例の一部を改正す  
る条例  
大阪府指定障害児  
通所支援事業者の  
指定並びに指定通  児童福祉法に基づく 「指定通所支援の事業等の人員、 設備及び運 
所支援の事業等の  営に関する基準」の一部改正等により、基準該当自立訓練の対象拡 
人員、設備及び連  大等が行われたことに伴い、 所要の改正を行う。 
営に関する基準を  【施行予定期日81平成２８年４月１日 
定める条例の一部  
を改正する条例  
大阪府特別養護老  
人ホームの設備及  

介護保険法の一部改正により、引用している条文の規定整備を行 
び運営に関する基  

うため、 所要の改正を行う。 
準を定める条例の  

【施行予定期日】平成２８年４月１日 一部を改正する条  
例  
大阪府指定居宅サ  
ービス事業者の指  

「指定居宅サービス等の事業の人員、 設備及び運営に関する基 
定並びに指定居宅  

準」の改正により、指定療養通所介護に関する基準が削除されるこ サービス等の事業  
ととなったことに伴い、条例の同趣旨の規定を削除するなど所要の の人員、設備及び  
改正を行う。 連営に関する基準  

【施行予定期日】平成２８年４月１日 を定める条例の一  
部を改正する条例  
大阪府指定介護予  
防サービス事業者  
の指定並びに指定  「指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指 
介護予防サービス

定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方 
等の事業の人員、  

法に関する基準」 の改正により、 地域密着型通所介護に関する規定 
設備及び運営並び  

が新設されることとなったことに伴い、条例に同趣旨の規定を追加 に指定介護予防サ  
する。 ービス等に係る介  

【施行予定期日】平成２８年４月１日 護予防のための効  
果的な支援の方法  
に関する基準を定  

,0３ 



める条例の一部を  
改正する条例  
大阪府指定介護予  
防サービス事業者  
の指定並びに指定  
介護予防サービス
等の事業の人員、  
設備及び運営並び  
に指定介護予防サ  
ービス等に係る介  
護予防のための効  
果的な支援の方法  
に関する基準を定  
める条例の一部を  「指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指 
改正する条例附則  定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方 
第４条の規定によ  

法に関する基準」の改正により、地域密着型通所介護に関する規定 
りなおその効力を  

が新設されることとなったことに伴い、条例に同趣旨の規定を追加 有するものとされ  
する。 た大阪府指定介護  

予防サービス事業  【施行予定期日】平成２８年４月１日 

者の指定並びに指  
定介護予防サービ  
ス等の事業の人  
員、設備及び運営  
並びに指定介護予  
防サービス等に係  
る介護予防のため  
の効果的な支援の  
方法に関する基準  
を定める条例の一  
部を改正する条例  

１ 「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準」 の一部改正に伴 
い、朝夕の保育士配置の要件弹力化や幼稚園。小学校教諭等の活 
用など、 要件緩和を行うため、 所要の改正を行う。 

大阪府児童福祉施  ２ 学校教育法の一部改正に伴う 「児童福祉施設の設備及び運営に 
設の設備及び運営  関する基準」の一部改正に伴い、引用している条文の規定整備を 
に関する基準を定  行うため、 所要の改正を行う。 
める条例の一部を  ３ 建築基準法施行令の一部改正に伴う「児童福祉施設の設備及び 

改正する条例  運営に関する基準」の一部改正に伴い、所要の改正を行う。 
【施行予定期日】 

１・２ 平成２８年４月１日 ・ 
３ 平成２８年６月１日  

,0４ 



１ 「幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営 
に関する基準」の一部改正に伴い、朝夕の保育教諭配置の要件弹 

大阪府認定こども  力化や小学校教諭等の活用など、要件緩和を行うため、所要の改 
園の認定の要件並  正を行う。 
びに設備及び運営  ２ 建築基準法施行令の一部改正に伴う 「児童福祉施設の設備及び 
に関する基準を定  運営に関する基準」 9,幼保連携型認定こども園への準用のある部 
める条例の一部を  分0xの一部改正に伴い、所要の改正を行う。 
改正する条例  【施行予定期日】 

１ 平成２８年４月１日 
２ 平成２８年６月１日 

大阪府後期高齢者  
前期高齢者交付金及び後期高齢者医療の国庫負担金の算定等に 

関する政令により厚生労働大臣が定める標準拠出率が見直される 
医療財政安定化基  

ことに伴い、都道府県条例で定める拠出率の改定にかかる所要の改 金条例の一部を改  
正を行う。  正する条例  
【施行予定期日ｌ平成２８年４月１日 
１ 権限移譲を受けた市町村において当該移讓事務の執行に当た 

って府条例に基づく基準を適用する場合の規定整備等を行うた 
め、 所要の改正を行う。 

２ 大阪版地方分権推進制度に基づき、知事の権限に属する事務の 
うち、下記諸法令に基づく事務について、希望する市町村に対し、 
同市町村の区域に係るものを移譲するため、 所要の改正を行う。 
①公私連携型保育所の設置の届出の受理等 9,児童福祉法0x 
②身体障害者手帳及び精神障害者保健福祉手帳の交付に関する 

事務 9,身体障害者福祉法、 精神保健及び精神障害者福祉に関す 
る法律0x 

大阪府福祉行政事  ③指定障がい福祉サービス事業者等の指定等9,障害者の日常生活 
務に係る事務処理  及び社会生活を総合的に支援するための法律0x 
の特例に関する条  ④幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定等 
例の一部を改正す  ⑤幼保連携型認定こども園の認可等 
る条例  9,④。⑤就学前の子供に関する教育、保育等の総合的な提供の推 

進に関する法律0x 
⑥有料老人ホームの設置の届出の受理等 9,老人福祉法0x 

３ 重度障害者介護手当の廃止及び重度障がい者在宅生活応援制 
度の創設に伴う規定整備を行う。 

４ 介護保険法の一部改正により、引用している条文の規定整備を 
行うため、 所要の改正を行う。 

【施行予定期日】 
１ 公布の日 
２ 平成２８年４月１日、同年1０月１日及び規則で定める日 
３・４ 平成２８年４月１日 

,0５,0 



３3,報告案9,１件0x 

件 名  概 要 

福祉部の所管する債権について、 大阪府債権の回収及び整理に 
関する条例9,平成２２年大阪府条例第５９号0x第６条第３項の規定 
により次のとおり放棄したので、 同条第４項の規定により報告す 
る。 
１3,大阪府低所得者子弟技能習得資金貸付金 

債権放棄報告の件  
【件数】１０件 
【放棄した債権】５万６,６００円及び遅延損害金 
【専決日】平成２８年１月２０日 

２3,大阪府障害者扶養共済制度掛金  
【件数】４３件 
【放棄した債権】１９万８,３５０円 
【専決日】平成２８年１月２０日 

６ 



國発達障がい児著総合支援事業9,Ｈ２５0xＨ２７0xの評価

x9早期発見。早期療育4, 、
・乳幼児健診時の問診票について、 ９割の市町村で発達障がいの早期発見のための問診票に
改訂 ,

・早期療育体制について、府の発達障がい児療育拠点での個別療育のほか、独自で個別療育
を実施する市町村が増加

x9ペアレント・トレーニング4,
・３年間の事業実施により、府内１０市町村で独自でペアレント・トレーニングを実施

ｅ 発達障がいの早期気づき・発達支援への取組

１発達障がい早期気づき支援事業
9,１0x 乳幼児健診体制整備事業

①ゲイズファインダ一活用事業【２,９６９千円】

連携部局
【福祉〕 【健康医療】
【府民文化】 【教委】

市町村における乳幼児健診の充実を図るため、健診現場におけるゲイズファイン
3,ダーの活用について市町村におけるモテル事業等を実施するとともに、本事業を通じ
て、具体的導入・運用方法に関するモテルを策定9,調整中0x

②保健師研修【２６８千円】
乳幼児健診時における早期の気づきや早期療育へのつなぎを強化するため、 市町
村における自主的な取組を支援するための研修を実施

9,２0x気づき支援人材育成事業【８５６千円】
・ 幼稚園教諭・保育士等研修
早期の気づきやつなぎ力を強化するとともに、 発達障がいの可能性のある子どもへの
対応力を高めるため、実践的な研修を実施

ｅペアレントサポート事業【３,１０７千円】
１ ペアレント。トレーニング推進事業9,インストラクターの養成等0x 
２ ペアレント。メンタ一事業 9,ペアレント・メンタ一養成研修・ペアレント・メンタ一活動0x 

x9早期発見・早期療育4,
・早期発見のための評価補助装置であるゲイズファインダーについて、 市町村乳幼児健診現場での活用を進Iｓl)る必要

x9総合的な支援体制4,
・発達障がい者支援について個別の事業所が適切な支援ができるよう、市町村における関係機関のネットワークの構築が必要
・相談支援や普及啓発研修ニーズの増加に対応するため、 発達障がい児者支援を総合的に行う拠点となる発達障がい者支援センターの機能強化

x9成人期の支援4,  
・就労移行支援事業所からの発達障がい者の就労状況は極めて低い状況であり、 発達障がい者の就労支援が必要

題 平成２８年度発達障がい児者総合支援事業9,案0x 3,
これまでの『発達障がい児者総合支援事業』の成果を踏まえ、 発達障がいのある方が地域9,こおいて切れ目のない支援を受けることができるよう、 総合的な地域支援体制の整備を図る。 

連携部局
【教委】 【福祉】

ｅ学校等における発達障がい児への支援9,教育委員会0x 

１発達障がいの可能性のある児重生徒等の系続性のある支援
研究事業【４,１５３千円】

発達障がいの可能性のある児重生徒等に対する支援に向け、 各学校
段階の移行期における系続性のある支援について調査研究を実施

２高校生活支援カードの実施
生徒の状況や保護者のニーズを把握し、高等学校卒業後の社会的自
立に向けて学校生活を送れるよう適切な指導、・支援の充実につなける。 

9,３0x 大販府発逢障がい児療育拠点
・個別療育の実施9,市町村事業0x

府発達障がい児療育拠点や市町村児重発達支援センター等において、個別プログラムに基づく専門療育を実施
。障がい児通所支援事業者育成事業【２７,８８４干円】

「発達障がい児療育拠点」における児童発連支援センターや事業所に対する機関支援、人材育成の実施

連携部局
【福祉】 【商工労働〕

ｅ成人期の支援者養成や就労支援

１ 就労移行支援のためのアセスメントプロフィール9,Ｔ Ｔ Ａ Ｐ0x
普及事業x9新4, 【５７６千円】

発達障がい者流労のためのアセスメントに焦点をあてたＴＥＡＣＣ Ｈ 
移行アセスメントプロフィール(TTＡＰ0xの普及促進

２精神。発達障がい者職場定着支援事業【７,３１４千円】
9,商工労働部0x

・発達障がい者を含む精神障がい者のセルフコントロールを企業
がサポートするための効果的な手法の検証、普及
・発達障がい者を含む精神障がい者の職場定着を促進するため
企業の従業員を職場内のサポーターとして養成

３ 精神。発達障がい者等のための就職支援事業x9新4,
【９,４４１干円】 商工労働部0x

。発達障がい者を含む精神障がい者の求職者を中心とした合同
企業説明会開催などを通じた雇用機会を創出

市町村等におけるペアレント・トレーニングの実施を推進するため、インストラクターの養成等により市町村支援を実施 9,調整中0x
ペアレント・メンターの養成・スキルアップを目的とした研修を実施、メンタ一事業の統括を行うコーディネーターを配置しメンタ一事業の運営

ｅ発達障がい児者地域支援体制整備事業
１発達障がい者地域支援マネージャー事業x9新4,【１２,５１０千円】

「発達障がい者地域支援マネージャー」が市町村の体制整備に向けた相談・助言、 困難ケースに係るコンサルテーション、 市町村内事業所への研修等を実施
２ 就労移行支援のためのアセスメントプロフィール9,ＴＴＡＰ0x普及事業x9新4,9,再掲0x
３ 障がい児通所支援事業者育成事業9,再掲0x
４ 発達障がい專門医師養成事業ｌ「精神科医師專門養成。小児科医師專門養成、x9一部新4,「４81６２x9手円１ 

ｅ発達障がい者支援セ:ンタ一事業 【３３,５１４千円】x9拡充4, 府域の発達障がい児者支援を総合的に行う拠点として、専門的な相談支援や関係機関への情報提供、連絡会議等を実施
者ｍ

ｅ発達障がい児者支援体制整備検討部会 【９３０千円】 府域の発達障がい児者支援体制の検討のため部会、ワーキングを運営



ＥＥ ０ 

°重症心身障がい児者9,※0xの９０0x以上が在宅生活を送っており、家族による介護は大きな負担となっている。 9,※0x重症心身障がい児者・身体障がい者手帳9,１級または２級0x及び療育手帳
平成２６、 ２７年度に、重症心身障がい児者と介護者が安心して地域生活を送ることができるよう知事重点事業として実施。  

«平成２６年度。平成２７年度の標記事業の内容» 

9,Ａ0xを交付された障がい児者

«平成２８年度の事業の内容» 

地域ケアシステムの実践
知事重点事業で整理された課題 9,①ライフステージに応じた一貴した相談体制の整備、 ②医療と介護の連携強化、
③障がい福祉サービス等の充実強化0x の解決に向けて、 医療機関を含む様々な分野が参画した地域ケアシス
テムを実践 

０医療機関を含む二次医療圏域ケア連絡会議の設置、重症心身障がい児者とその家族の実態把握とそ
の傾向を分析し、 必要な支援策を検討

０重症心身障がい児者の福祉サービスの利用を促進するため、 福祉サービス体験や介護者向け相談
会。交流会、事業所向けの相談会を実施

０重症心身障がい児者とその家族や支援者への情報発信
０平成２６年度81１圏域9,南河内0x、 平成２７年度81５圏域9,豊能、三島、北河内、中河内、泉州0x 

障がい福祉サービス等の充実強化
介護手当受給者アンケートにおける 「介護者が最も希望する福祉サービス」 介護者の年齢を問わずも最ｔニーズの高い
短期入所事業を実施。 入院診療報酬との差額相当額を補てん。

０平成２６年度81２圏域9,三島、南河内0x ３医療機関で実施。
平成２７年度81６圏域9,三島、南河内、豊能、北河内、中河内、泉州0x ６医療機関で実施。

※平成２７年度実施状況9,１０月末現在0x
。登録者数81１１人
。延べ利用者数81３７人

述ぺ利用日数81１１３日

当事者・支援者ニーズ 課題  役割分担  課題解決の方策 

医療的ケアが実施できる支 
援者の充実  

医療的ケアが必要な重症心身障がい児者の在 
宅医療9,訪問看護ステーション等0xの強化  府  府81訪問看護師への研修9,平成２８年度新規事業0x 

医療的ケアに対応できる事 
業所の充実  

医療的ケアが必要な重症心身障がい児者を受 
け入れ可能な福祉サービス事業所の充実  府・市  府81医療型短期入所整備促進事業9,平成２６年度0x0x 

市81自立支援協議会で検討 

9,１0x①在宅重症心身障がい児者支援者育成研修事業 【予算額81４,９８４干円9,一般財源２,９４２千円0x】

地域ケアシステムのさらなる強化

医療的ケアが必要な重症心身障がい児者の在⊠t�傃���皗좂撏잏厐析���馎튎첂�,移行当初から関わり、 当事者及び介護者の支援において重要な役割
を担っている訪問看護師は依然として不足している。 そのため、 重症心身障がい児者の特性の理解と福祉制度等に
係る講義及び重症心身障がいIＲ者の支援体験の研修を実施し、 重症心身障がい児者に対応可能な訪問看護師を養成
する。

【研修対象】大阪府内9,政令市を含む0xに在住する重症心身障がい児者へ支援に関わっている、または、
関わる予定がある訪問看護師等9,１６０名0x 

1
,
0

０ ｅ 

圏域  法人名  医療機関名 ,0 

大阪市  
宗教法人在日本南プレピデリアンミ  淀川キリスト教病院ホスピス。 
ツション  こどもホスピス病院 

豊能  医療法人篤 友会  坂本病院9,※0x 
千里山病院9,※0x 

三島  医療法人成和会  ほうせんか病院 
北河内  医療法人和敬会  寝屋川南病院 

南河内  地方独立行政法人大阪府立病院機構  大阪府立呼吸器。アレルギー
医療センター

社会医療法人阪南医療福祉センター 阪南中央病院 
特定医療法人新仁会  新仁会病院9,※0x 
社会医療法人生長会  阪南市民病院 

※の機関については、 実施に向け調整中9,平成２８年２月１日現在

9,１0x② 医療型短期入所整備促進事業 【予算額81２３,５０３千円9,一般財源２３,５０３千円0x】

障がい福祉サービス等の充実強化

人工呼吸器管理が必要な重症心身障がい児者の受入が可能な短期入所事業所が府内には少なく、 医療機関において
高度な医療的ケアが必要な重症心身障がい児者を短期入所で受け入れた場合に、 経費の一部を助成する。

【事業主体】大阪府9,平成２８年度より、大阪市民。 ｉ界市民の利用についても対象とする。0x
【助成事業所】医療機関が実施する医療型短期入所事業所9,空床利用型のみ0x

※大阪市民。堺市民の利用については当該市を通じて補助
【助成額】１日あたり １０,３００円を上限

０ ｅ ０ 

障がい者の白立と社会参加に向け、 重度障がい者と介護する方々への在宅生活の推進とさらなる応援を目的として、 重度障がい者と同居している介護者へ給付金を支給。 
【支給対象】大阪府内9,政令市を含む0xにおいて、身体障がい者手帳9,１級または２級0x及び療育手帳9,Ａ0xを交付された障がい児者9,※0xと同居する介護者

※特別障がい者手当の受給資格がある者を除く
【支給金額】月額 １０,０００円 【支給人数】３,２４０人9,見込0x

※「大阪府重度障がい者介護手当」については、平成２７年度末に廃止予定。 



障害者差別解消法
9,平成２５年６月制定、平成２８年４月施行0x

0x障力⊠いを理由とする差別を解消し、
もって共生社会の実現をめざす0x 

０ 障がいを理由とする差別の禁止81x9不当な差別的取扱いの禁止81行政機関等。事業者→法的義務4,x9合理的配慮の不提供の禁止81行政機関等→法的義務、事業者→努力義務4, 

０差別を解消するための支援措置81国・地方公共団体9,都道府県・市町村0xの責務を規定

背景。経緯等

「相談、紛争の防止・解決の体制整備」9,第１４条0x、「普及。啓発活動の実施」9,第１５条0x 

１背景9,国内外における障がい者の権利の実現に向けた取組の進展0x
平成１８年障害者権利条約が国連で採択9,平成２６年批准0x
平成２３年障害者基本法の改正9,差別の禁止を基本原則に0x
平成２５年障害者差別解消法の制定

２課題
9,１0x依然として、理解不足等により、障がい者が生活のなかで嫌な思いをしたり、差別を受けたと感じたり

している現状がある9,平成２５年１０月0x１２月 差別と思われる事例の募集計６９１件0x。
9,２0x 障害者差別解消法には、「相談、紛争の防止。解決の体制整備」や「啓発活動の実施」に関し、具

体的な定めがなく、地方公共団体の取組に委ねられている。 3,

３経緯 
9,１0x大阪府障がい者施策推進協議会差別解消部会での検討

 平成２５年１１月0x平成２７年１２月計１７回開催
平成２６年９月 府への「提言」とりまとめ9,何が差別に当たるのかについてガイドラインの策定、相

談、 紛争の防止。解決の体制整備、 啓発活動のあり方について0x
平成２７年８月 「これまでの議論の整理」とりまとめ9,相談、紛争の防止。解決の体制整備の具体

的方策、実効性の確保のための措置。条例の必要性について0x 
3, x94,府独自の体制整備。措置の根拠となる条例の制定が必要

9,２0x大阪府障がい者差別解消ガイドラインの策定9,平成２７年３月 第１版0x
9,３0x条例案に対する府民意見等の募集9,平成２７年１２月２８日0x平成２８年１月２７日0x 

障がい者差別解消総合推進事業予算要求額２１,２３６千円9,一般財源２１,２３６千円0x 

１差別解消相談体制整備事業１７,２４１千円
9,１0x広域支援相談員事業１４,８５７千円

3,9,２0x大阪府障がい者差別解消協議会２,３８４千円
２出前講座事業２,９９５千円
企業等の障がいIE里解を深めるため、障がい当事者等を講師として派遣する出前講座を実施。

３合理的配慮対応促進事業１,０ ００千円 
事業者が具体的な場面で合理的配慮に即した対応を行うための手引きとなる実践的なマニュアルを作成。 

取組方針 「大販府障が、い者差別解消ガイドライン等による啓発活動」と「条例による相談、紛争の防止。解決の体制」を「車の両輪」として差別解消に取り組む。 

大販府障害を理由とする差別の解消の推進に関する条例案について 0x平成２８年４月施行予定81 

目的。概要

賓料５,0１ 

【目的】

9,１0x障がいを理由とする差別の解消の推進に関し、基本理念を定め、府、府民及び事業者の責務を明らかにす
る。 3,

9,２0x 障害者差別解消法第１４条の「相談、紛争の防止。解決の体制整備」並びに第１５条の「啓発活動の
実施」に関し、必要な事項等を定める。 

9,３0x 障がいを理由とする差別を解消し、もって共生社会の実現に寄与することを目的とする。
※条例は、事業者における差別の禁止に係る相談事案を対象とする9,府に係る事案は職員対応要領の対象0x。 
【概要】

１相談、紛争の防止。解決の体制整備 , 

9,１0x広域支援相談員
府民や事業者にとって身近な市町村の相談機関における相談事案の解決を支援し、また、相談機関では解決

が困難な広域的。専門的な相談事案を取り扱うため、府に広域支援相談員を置く。 3, 
9,２0x 大阪府障害者差別解消協議会
大阪府障害者差別解消協議会9,附属機関0xを置き、協議会における合議体が、広域支援相談員による対

応を行っても解決しない事業者における不当な差別的取扱いに係る事案についてあっせんを行うとともに、 広域支援
相談員に対する助言を行う。 9,同協議会は、法第１７条の障害者差別解消支援地域協議会の機能を担う。0x 
２勧告。公表

行政措置による実効性の確保として、事案を放置することが著しく公益に反すると認められるときに限定し、知事
による事業者に対する勧告、公表を規定する。 

３啓発活動
9,１0x 啓発活動が条例の目的を達成するために最も大切な取組であることを基本ｆ里念で規定する。
9,２0x府民の理解と関心を深め、府民が適切に行動するための指針9,大阪府障がい者差別解消ガイドライン0x

の普及に努めるなど必要な啓発活動を行うことを府の責務とする。
４市町村との連携
9,１0x市町村との適切な役割分担のもとで体制整備を実施することを府の責務とする。
9,２0x府は、市町村と連携して体制整備等を実施すること並びに市町村に対し情報提供や技術的助言等必要

な支援を行うことを規定する。
５見直しの検討

施行後３年を目途として、施行後の状況等を踏まえ、必要があると認めるときに所要の見直しを行う。 



«制定の背景»
０平成１９年度81障害者権利条約に署名→国内法の整備等を推進
０平成２３年度81障害者基本法の改正により「差別の禁止」を基本原則として規定
０平成２５年度81障害者差別解消法9,以下「法」という。0x成立
０平成２８年度81法の施行

«目的»
０差別の解消に関する基本的な事項や、行政機関及び事業者における差別を

解消するための措置等を定めることで、差別の解消を推進し、もって共生
社会の実現9,※0x に資することを目的とする。

0x※共生社会81新ａ報構税業ることなく、81 

«主な規定内容9,差別を解消するための措置0x» 
０行政機関及び事業者における差別の禁止 9,不当な差別的取扱いの禁止、

理的配慮の不提供の禁止0x
０政府全体の方針を示す基本方針の策定
０行政機関における取組みに関する対応要領 9,x40x の策定 9,地方公共団体の

策定は、努力義務0x 

9,x40x 対応要領
０目的。位置付け

。 行政機関における差別の解消 9,不当な差別的取扱いの禁止、
理的配慮の提供0x に関する取組みの実効性の確保

。 職員が遵守すべき服務規律の一環との位置付け

０主な記載内容
。 不当な差別的取扱い及び合理的配慮の基本的な考え方 。 具体例

相談体制の整備
。職員への研修。啓発 等

０策定手続等
。対応要領の策定に当たっては、

を反映
。策定後は、対応要領を公表

障がい者その他の関係者の意見

«方針。内容»
０対応要領は、 法上努力義務とされているものの、 法施行と合わせ、 府の職員

が事務。事業を行一うにあたり差別解消の取組みに関する実効性を確保するこ
とにより、 法に基づく様々な施策と一体的な取組みを進めるために策定

０法の所管省庁である内閣府の対応要領を踏まえ、 訓令等として策定

Ｋ主な規定内容】

  

 축職員が適切に対応するため、,差別に関する基本的な考え方や、,  
3,3,,,0内閣府の具体例に加え、府独自の事例などを盛り込み、 3,規定 、,0  

   

,0⇒障がい当事者等からの相談に対し適切に対応することがで3, ,0 , 3, 
3, ・�3,きるようx9、,部の所管事業に係る総合調整機能等を担3,う各部、 ,0 , 

,x9主管課に相談窓ロ、を設置81,0, 81 3,3,,,    

０研修。啓発の機会の確保  ,0,0,0   

取
組
み
の
実
効
性
を
確
保

※教育委員会など他任命権者についても知事部局の対応要領に準じて対応予定

«障がい者団体等からの主な意見» 

０努力義務である対応要領の策定は、 取組みの 「第一歩」 として一定評価
０障がい特性に応じた更なる具体例の追記・充実が望ましい
０内閣府の対応要領 9,具体例の記載等0x との更なる整合性の確保 など

※第１７回大阪府障がい者施策推進協議会差別解消部会 9,Ｈ２７3, １２0x における意見等

«今後のスケジュール» 

０0xＨ２８3,２下旬81パブリックコメント
０Ｈ２８3,３末 81対応要領の公表
０Ｈ２８3,４0x 81対応要領の施行



【虐待相談対応件数の急增】
・件数は全国最多であり、 Ｈ２７上半期からの推計でも

さらに増加傾向 
・警察からの面前ＤＶ通告が急増しており、軽度なものも

原則として直接安全確認等の対応が必要
・担当ケースワーカー１人あたり平均１４３件を担当している
状況9,平成２６年度0x

【体制強化の取組みの限界】
・職員数の増9,Ｈ２３81２０名、Ｈ２５81５名、Ｈ２７81８名0xや
業務の専門特化9,Ｈ２３に行政職員配置0xなど体制
強化の取組みを進めているが、 件数の増加に追い付かないｺｭ犬況

・加えて、虐待親等からの親権主張への対応など、複雑かつ慎重を要する法的対応が増加
国行政処分への取消訴訟５件9,Ｈ２３0xＨ２７0x 国審査請求４５件9,Ｈ２３0xＨ２６0x
国法医学鑑定依頼件数 ４１件9,Ｈ２６0x
国親権者が児重の施設入所に同意しなし、場合の家裁への申立て７６件9,Ｈ２３0xＨ２６0x 

⇒通告や相談の増加自体は、潜在化していた児童虐待が表面化しているともいえ、望ましい面もあり、

単純な件数抑制は困難  

⇒児重福祉法上、児重虐待における子どもの安全確認は、通告を受理した各機関の責務
子どもの生命・身体の安全に関わる業務であり、 業務の省力化などの自助努力にも限界

⇒市町村での子育て支援等の充実9,虐待予防0xや、対応力強化支援も実施しているものの、待つた
なしの状況

１ 民間との連携により、子ども家庭センターのマンパワーを重篤事案に集中。特化
【新規】  

◆子ども家庭センター開庁時間帯の軽度事案の安全確認業務をアウトソーシング 9,調整中0x 
【新規】

０児童相談所全国共通ダイヤル9,１８９0x 等イ夜間休日受電対応を外部委託
【拡充】

◆弁護士・医師からなる危機介入援助チームの機能強化 9,法医学鑑定業務を追加0x 

２初期アセスメントを重点的に行う体制の拡充

⇒１,81２ により子どもの権利擁護体制を強化



實料７ 

府童手どもうイフサポートセンタａにおける支緩f本制の轉漏業  

。府立子どもライフサポートセンターは、１６歳から１８歳までの中卒児童であって、家庭環境等により生活指
導等を必要とする、不登校・ひきこもり児童を主な支援対象として、ＨI５年４月に設置。

・行財政改革推進プラン9,案0x9,計画期間81Ｈ２７年度0xＨ２９年度0xにおいて、「通所については廃止をめ
ざす」「入所については、実態を踏まえあり方を検討」とされた。

。行財政改革推進プラン9,案0xを踏まえ、以下のとおり、施設のあり方を検討し見直すこととした。 

【変化】
ＨI５年度81不登校、高校中退、職場不適応等の児重9,約９割0x 

Ｈ２６年度81被虐待等を背景に、情緒的に不安定で、問題行動や
自傷を繰り返す児童9,約８割0x

【背景】
・不登校・ひきこもり対策について、市町村等地域の支援が充実しつ
つある。

。児童虐待相談対応件数が急増する中、虐待を理由とする入所児
重が増加。

。保護者は、 不適切な養育環境を背景とした児童自身の行動上の課
題に対して、対応できないことが多い。 

入所理由別入所割合の推移

虐待等による問題行動等

【求められる支援】
①家庭から分離した入所支援。
②集中的な心理的ケア及び社会生活訓練を通した回復支援。
③就労自立の支援9,生活・社会関係構築、学習支援、就労支援0x。 

0x通所機能81 
０設立当初より、不登校。ひきこもり状態にある中卒児重への通所支援を実施してきたが、生活域により近

い支援機関による支援の充実を背景に、通所人数が減少 9,在籍児重数は現在２人で、年度末までに
退所予定0x。 3, 

ＨI７  ＨI８  ＨI９  Ｈ２０  Ｈ２１  Ｈ２２  Ｈ２３  Ｈ２４  Ｈ２５  Ｈ２６ 
１０人  １０人  ９人  ７人  ８人  １１人  ４人  ５人  ６人  ４人 

平成２７年度末をもって通所機能を廃止し、子ども家庭センターの継続した相談支援において、就労支援
等市町村や地域の民間支援団体と連携した支援にシフト。 

0x入所機能81 
x9同⊠１,0Ｊ望aｕJの⊠⊠쑤ンーし⊠ｌし⊠、」しx9ｕｄ、、류「]ロ、Ｊ,ｌ81Ｔ刀0xｃl、又１友⊠巾ｌ」⊠x9⊠⊠安⊠ ９ �し�ノＪx9つ、 �１日」ノーし里負�宣nu

設等では対応が困難であり、公・民の役割分担の下、府の責務で行う。
・トラブルの起こりやすい時間帯、通学する児重の増加による生活時間の変化など、入所児重の実態に合わ
せた支援体制とする。

・長期入所9,おおむね高校卒業程度まで最大３年0xと、就労自立へ向けた訓練を集中して行う短期入所
9,平均２0x６か月0xに入所期間を分けて、児童一人ひとりの援助方針を決定。

・被虐待等を背景とした児童の状況に応じて、集中的な心理的ケア、社会生活訓練、学習支援、就労支
援等、一人ひとりの支援ニーズに即した支援を実施。 



資料８ 

子どもの資困対策については、 様々な困難を抱える子どもや家庭9,こ対して、 一般施策を最大限活用するとともに課題解決に向けた取り組みにより重層的に支援します。
また、 府の実情に応じた子どもの資困対策の効果的な支援のあり方を検証し、 支援を必要とする家庭を確実に支援する仕組みの構築のための調査を実施します。 ・
生活困窮者自立支援制度については、更なる支援のため、福祉事務所設置自治体の広域支援の拡充 9,就労支援の広域実施0x 、君に部においては相談体制。学習支援事業を充実。強化します。 

子どもに対する支援       家庭に対する支援     
多子世帯。  ０施設型給付費等負担金  

  

。「資困連鎖の防止」のための子白支援の場を子ども力女心して 
過ごx9せる居場所としても活用。 

、、 。事業間での連携を図り、食事提供も可能な子どもの居場所の 
手どもの 確保策として市町村の取組みを支援。  

  

０新子育て支援交付金9,子どもの資困対策事業0x 
０ひとり親家庭等生活向上事業 9,子どもの生活・学習支援事業0x 

、  ０生活因窮者自立支援事業9,学習支援等事業0x  

ひとり親世帯等  ◎年収約３６０万円未満の世帯  
への保育料   第２子の保育料を半額、第３子以降の保育料を無償化  
軽減の強化   ◎年収約３６０万円未満のひとり親世帯等  

第１子の保育料を半額、第２子以降の保育料を無償化  

ひとり親家庭等  ０ 母子家庭。父子家庭自立支援給付金事業  
への就業支援の  ◎自立支援教育訓練給付金事業の支給割合の拡充 ・  
拡充   受講料２割負担⇒６割負担、上限１０万円→２０万円  

◎高等職業訓練促進給付金事業の支給期間延長及び対象資格の拡大  
支給期間の延長 9,２年⇒３年へ0x  
対象資格の拡大9,修業期間２年以上⇒１年以上0x  

０【新】ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業  
高等職業訓練促進給付金を活用して、 資格取得を目指すひとり親家庭の親に対し、  

0x １ ゛ 、 一能�一ｌ建 ゛ 。子どもの生活に関する実,81、調査を実施し、府の実情に応じた 
子どもの資困対策の効果的な支援のあり方を検証。 

。また、市町村における実態把握や支援体制の整備に向けた 
実態調査籌 取り組みを支援。 

０【新】子どもの生活に関する実態調査事業 
０【新】子どもの未来応援地域ネットワーク形成支援事業9,市町村で実施0x 

   

入学準備金等を貸し付け、資格取得・自立の促進を図る。  
※一定の条件を満たした場合に返還免除  

児重扶養手当  ０児童扶養手当支給事業  
の多子加算額3,  ◎第１子 ４２,０００円  
の引き上げ   ◎多子加算額の増額  

第２子加算額５,０００円x9=;,１０,０００円 第３子加算額３,０００円⇒６,０００円  

9,１0x府内福祉事務所設置自治体9,３４自治体0xの取組促進。広域支援   

  

社会生活訓１ 
旧ａ 護・ ﾃ竄・ａ 。また、児重養, フLi里養限施顧等 

を退所する子ども 家賃相当額ｉ 
への支援 ０施設退f 

０【新】児量 
,ｊ8181 ※一定の会 

   

量等の退所者に対して、社会的自立を支援するための     

9,平成２７年度0x0x   
・府内自治体の情報共有・任意事業の取組促進等を目的に市町村連絡会議を開催する。 
・相談支援員等の資質の確保・向上を図るため、相談支援員等養成研修9,伝達研修0xを開催する。 
・就労訓練事業の推進のため、自治体と事業所が意見交換等を行う認定事業者会議を開催する。 3, 
・就労支援をより効果的かつ効率的に実施することを目的に、 就労準備支援事業等の一部を、 広域実施する。  

東や適切な就業環境の確保等、必要な支援を実施。     
動極設等を退所し、 就職や進学した者等に対する     
t)生活費の貸付等を実施。     

fl児重の自立支援事業9,アフターケア、就業支援0x     
護護施設退所者等に対する自立支援資金貸付事業     
:件を満たした場合に返還免除     

9,２0x郡部9,島本町を除く町村0xにおける事業実施 ・    
O全ての任意事業と被保護者就労準備支援事業9,生活保護受給者対象0xを実施    

    

・任意事業81就労準備支援事業・被保護者就労準備支援事業、一時生活支援事業 
家計相談支援事業、学習支援事業  

他部局の子どもに関する施策との連携    3,x9   
主校における支援体制の強化や保護者。家展    Ｅへの支援など教育委員会を  まじめ他部局の子ども   

０更なる支援の充実のために9,平成２８年度0x 
・主任相談支援員を各子ども家庭センターに配置し、相談支援業務のマネジメント、高度な相談支援及び地 

へ 域の働きかけ等をおこなう。家計相談支援の効果的実施を図るため、専任の家計相談支援員を配置する。  

１重困対策に有効な施策と連携し、子どもの重    困対策を総合的に推進。  



【１3,制度概要】

賓料９,0１ 

０平成２６年度から消費税増収分を財源として、医療。介護サービスの提供体制の改革を推進
する地,ｉ或医療介護総合確保基金を創設9,基金の造成割合は国２0x３81都道府県１0x３0x

０平成２７年度から事業実施 9,医療分野は、平成２６年度より実施0x
ｅ介護施設等の整備の推進9,地,ｉ或密着型サービスの施設。設備等0x
ｅ介護샤オ等の確保と 資質の向上

 平成２７年度 , ,0   ・,0平成２８年度9,案0x, ,0  

全 国・  ７２４億円  
施設等整備 ６３４億円  

７２４億円  
施設等整備 ６３４億円 

人材確保 ９０億円  人材確保 ９０億円 

大阪府  ４８,７億円  
施設等整備 ４２3,８億円  

４８3,２億円  
施設等整備 ４２3,８億円 

人ネオ確保 ５3,９億円  人ネオ確保 ５3,４億円 

０「介護離職ゼロ」に向けた緊急対策として、国補正予算で積み増しされた本基金9,１,５６１億円0x
について、 ９９億円を平成２７年度補正予算において積み立てる。

０本積み増し基金を活用した事業は、 平成２８年度補正予算以降で措置予定。

【２3, 平成２８年度実施する主な事業ｌ 

 主な事業 3, ,0  
一事業費,3,,0 

・ｉｕ或密着型サービス施設等の整備  ２７億１,１３５万円 
介護施設等の整備の  。介護施能の開設準備経費等への支援費  ８億３,１５８万円 
推進  。定期借地権設定のための一時金  ９,０００万円 

。既存特養施設のユニット化改修   ６,８１０万円 
４２億８,０９３万円  ・既存特養施設のプライハシ一保護のための改修  ５億５,５８０万円 

。療養病床等の転換整備  ２,４１０万円 
。介護職員初任者研修受講支援事業  ２億７,５８１万円 
。介護人材確保。職場定着支援事業  １億３,０４２万円 

介護人材等の確保と  ・権利擁護人本オ育成事業  ３,１７０万円 
資質の向上  。認知症ケア샤オ育成事業   ２,２８０万円 

・【新】介護人本オ育成確保支援事業  ２,０４１万円 
５億３,６５８万円  ・地t或包括ケアシステＡ構築に資する人本オ育成等事業  ２４１万円 

・【新】介護職員キャリアアップ9,看取り対応能力向上0x研修  ２２５万円 
等  



ＫI現状。課題】
０国においては、平成３７年度には約２５３万人の介護人ネオが必要と推計9,平成２５年度81約１７１万人0x。 
9,0x一方、生産年齢人口は減少することが見込まれ、現状の施策を継続した場合、約３７3,７万人の

介護人材が不足する見通し。 大阪府においては、 約３3,４万人が不足するとの見通し
０国は、 平成３７年度に向けた介護人材確保施策の全体像を、 介護人材確保のための「総合的な確保

方策」 として明らかにする予定
０府においては、地域医療介護総合確保基金等を活用し、府内の実情に応じた介護人材の定着。育成

に戦略的に取り組む。 3, 

Ｋ２3,現行の介護人材確保。定着策の課題と今後の取組みの視点】
9,平成３７年度を見据えつつ、 当面３か年の事業戦略を構築0x 

府１３3,６万人

全国

介護人材にかかる需給推計結果と「総合的な確保方策」9,イメージ0x 

費料９,0２ 

２０ｔ３年度 ２０１５年度
9,Ｈ２５年度0x 9,Ｈ２７年度0x 

２０２５年度
9,Ｈ３７年度0x 

x4「☆」は平成２７年度からの新規事業、 「☆」は平成２８年度からの新規事業

 現行の介護人材確保。定着策の課題 ,0  、一取組みの視点,,,03, ,0   ,0,0 , ,0,0取組み事業3,,0,0,0 ,0 

地域ニーズを把握・反映するため、  O地域間の情報共有と好事例の拡大  ☆「地域における介護人材確保連絡会議」の拡充 

①基盤整備  ０府内６ブロックにおける検討体制を構築  ・府内６ブロックで、介護人材の現状、課題の把握 
０ブロック別事業を実施  ・介護入材確保・定着のためのイベントや広報等の企画・開催 

⇒ブロック別事業の考察と課題の共有が必要  ・府域全域の取り組み共有9,事例発表会など0x 

０各事業の相互連携による就職を促進  ０すそ野拡大のための施策実施  「福祉人材センター運営事業」 ・福祉分野の無料職業紹介、斡旋、福祉の就職フェア9,合同求人説明会0x等 
０小・中・高校、大学生の福祉分野に対する関心向上  ０介護に対するイメージアップ 「介護人材確保・職場定着支援事業」 
０初任者研修の受講者数が減少  ０長期的人材確保策の実施  ・地域関係機関との連携によるセミナ一開催、 学生向け職場体験バスツアー等 
０外国人の活用の議論  9,若年層への理解促進・外国人の活用0x  ☆高校福祉科教員との連絡会議、高校教員・高校生向けセミナーの開催 

②参入促進  
⇒当面する人手不足を解消するための短期的  ☆将来の担い手となり得る小中学生対象とする、 地域の高齢者施設と福祉関連企業を合わせた見学親子バスツアー

な取り組みとともに、長期的な人材確保策に  ☆解 ・介護職員初任者研修の受講を支援 3, 

も並行して取り組んでいく必要  ☆「介護福祉士修学資金等貸付事業」9,国２７年度補正予算事業0x 

・介護福祉士養成施設の学生に対する修学資金等の貸付  

・離職した介護人材に対する再就職準備金の貸付 

「外国人介護福祉士候補者資格取得支援事業」 ・経済連携協定9,Ｅ ＰＡ0xに基づく外国人介護福祉士の学習支援 

０就職後、早期離職者が多い  ０就職支援者のフォローアップを通  「介護人材確保・職場定着支援事業」 ・介護人材キャリアパス支援事業9,小規模事業所の研修支援、研修主任の養成0x 

０介護報酬の処遇改善加算を実施しているが、  じた労働環境・処遇実態の把握  「介護情報,研修センター事業」 ・介護・福祉等職員等対象の福祉用具、住宅改修等に関する研修、専門相談 

平成２９年度までの措置である9,以降未定0x  ０処遇改善を確実な制度とするよう  「職員研修支援事業」 ・民間社会福祉施設・事業所職員対象の研修 
０離職防止に向けて、 事業者が取組む余地がある  国へ要望  「福祉人材センター運営事業」 

③資質の向上  ⇒介護能力を適切に評価する仕組みが必要  ０事業者の自主的な取組みを促進  ☆就職者のフォローアップ9,センターを通じた就職者の採用後の状況確認、 相談体制整備等のフォローアップ0x 

④労働環境,  ⇒事業者の相談援助体制が必要  事業者による先駆的な取組みを他  ☆「介護人材育成確保支援事業」 
処遇の改善  ⇒労働負荷の軽減が必要  事業者に拡大  ・介護事業者による自主的な先駆的取組みを促進し、その成果を普及することにより、介護人材の育成・確保・定着率の向上 

  

さらなる離職防止 
9,事業者の取組みを支援0x  

を図る  

9,１0x育成システム9,新人職員への指導助言者、指導指針の策定など0x 9,２１業務改善9,業務のマニュアル化、 ｌoＴ化など0x 

9,３0xその他の労働環境9,メンタルヘルス対策など0x 9,４0x新規参入促進9,外国人の雇用など0x 



資料１０ 

１ 人口減少社会の到来や独居高齢者の增加など多様化・複雑化する地域福祉ニーズへの対応が課題

２ 公益法人制度改革を受けて、社会福祉法人も公益財団等と同等以上の公益性・非営利性の確保が必要となり、適正かつ公正な

支出管理の確保や内部統制の向上などが課題
３ サービス利用の仕組みが措置から契約に転換され、株式会社等多様な供給主体の参入により、事業主体間の公平性が課題

１ 

２ 

３ 

地域社会への貢献 9,他の事業主体では対応できない様々な福祉ニーズに対応0x

組織運営等において、公益性・非営利性の徹底

国民に対する説明責任9,経営組織のガバナンスの強化、事業運営の透明性の向上、財務規律の強化0x 

買 目 ｌ  現 行 建    ⇒ 見直し案 

改   

  

I⊠  
理事  ・理事会による理事・理事長に対する輩制機能が制度化されていない。   ・理事会を業務執行に関する意思決定機関として位置付け。 9,業務執行の決定、 理事の職務執行の監督0x 

理事会  ・理事、理事長の役割、権限の範囲が明確でない。   ・理事等の義務と責任を法律上規定。  

理事長  9,注0x理事会、理事長は通知に規定が置かれている。   

。評議員会を議決機関として必置。 9,法人運営に係る重要事項の審議0x 評議員  ・評議員会は、任意設置の諮問機関であり、理事・理事長に対する華制機能が   

不十分。   ※小規模法시こついて評議員定数の経過措置 
評議員会    

9,審議事項81定款の変更、理事・監事の選任 等0x   9,決議事項81定款の変更、理事・監事・会計監査人の選任・解任、理事・監事の報酬の決定 等0x 

監事  ・監事の理事・使用시こ対する事業報告の要求や財産の調査権限、理事会に対す   ,監事の権限、義務9,理事会への出席義務、報告義務等0x、責任を法律上規定。 
正   る報告義務等が定められていない。   
案   

, 一定規模以上の法人への会計監査ｽﾃこよる監査の義務付け 9,法律0x。 
会計  

規定なし。   の   
内   監査人  

9,注0x資産額１０ ０億円以上若しくは負債額５０億円以上又は収支決算額１０億円以上の法ｽﾃ;i２年に１回、 
その他の法시ま５年に１回の外部監査が望ましいとしている 9,通知0x。  

容   

①備置き・關覧 １ ②公表 ①備置き・關覧 ｌ ②公表    
貸借対照表、収支計算書、事業報告書、財産目録、 １貸借対照表、収支計算書、 
監事の意見を記載した書類 現況報告書9,通知0x  

左記①に加え拡大81定款、事業計画書、現況報告書、 ｌ左記②に加え拡大81定款、 
役員区分ごとの報酬総額、役員報酬基準 役員区分ごとの報酬総額、役員報酬基準 

規定なし。    

再投下可能な財産の明確化 ・……一…一…一………………………・81 

/.一一,所轄庁に社会福祉充実計画をｌ 算式81開 ,0 １事業継続に必要な財産１ x9 願ｌ提出し、福祉サービスに再投下 1 
9,資産一負債0x 9,※0x :0x①社会福祉事業 : 

9,※0x事業継続に必要な財産81社会福祉法に基づく事業に活用している財産9,土地、建物等0xi ②地域公益事業 : 
及び再生産に必要な財産9,建替、大規模修繕0x等の合計 ｌ ③公益事業 ｌ 

規定なし。    日常生活・社会生活上の支援を必要とする者に対して無料又は低額な料金で、 福祉サービスを提供することを 
社会福祉法人の責務として規定。 

눈審議の状況  平成２７年７月３１日衆議院可決。現在参議院継続審査 

施行    ,0定日9,法案0x  平成２８年４月１日一部施行9,「事業運営の透明性の向上」、「財務規律の強化」及び「地域における公益的な取組を実施する責務」の一部 等0x 

平成２９年４月１日全面施行  

今後の日程 社会福祉法改正案が成立した後、 国において政省令・ガイドライン等を策定し制度の具体的内容を決定。 府としては、 市町村とも連携し社会福祉法ｽﾃこ対し適切に情報提供。 


